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「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告案（たたき台）」 

についての意見 

 

貴職におかれましては、子ども家庭支援施策の推進に日々ご尽力されている

ことに敬意を表します。 

平成 27年 11月 27日に開催された「第３回新たな子ども家庭福祉のあり方に

関する専門委員会」において「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委

員会報告案（たたき台）」（以下、「たたき台」という。）が示されました。たた

き台で示されている「２．基本的な考え方」及び、子どもの権利を主体とする

ことや子どもの最善の利益を優先することが盛り込まれた点は、極めて重要な

視点であると認識しております。 

また、これらの基本的な考え方を実現するうえで、「８．職員の専門性の向上」

にある【抜本的法改正で実現させるべき姿】では、「児童相談所に配置すること

が必要な人材については、法律上明確に位置づける」と言及している点も必要

性を認識しておりますが、記載されている事項のうち、以下の点について、意

見いたします。 

 

１ 児童相談所へ配置する職員の法律上の規定について 

 たたき台「８－（１）－①では、「必要な人材については、法律上明確に位置

づける」こととされている。 

ここでは「教育・指導・訓練担当児童福祉司」について「次に述べる公的資

格を有する者」を任用要件とするとある。「次に述べる公的資格」が、次項目に



ある「児童心理司、保健師、医師」を指すのであれば、これは「児童福祉司と

して一定期間以上の実務経験を有する者」とするべきである。 

また、児童相談所に必要な人材として、「児童心理司、保健師、医師について

法律上、児童相談所への配置を明記する。」ということであれば、ソーシャルワ

ーク業務を行う国家資格である社会福祉士及び精神保健福祉士が記されておら

ず、本委員会の検討の経緯及びたたき台における児童相談所の職員に求められ

る専門性の考え方に鑑みて、この記述は到底容認できるものではなく、当然の

ことながら社会福祉士及び精神保健福祉士も法律上に明記することとすべきで

ある。 

 

２ 指導的職員の資格創設にかかる委員会設置について 

 たたき台「１２－②法改正時に制度等の整備時期を定め、一定期間内で実施

に移すべき事項」において、「子ども家庭福祉を担う指導的職員の資格創設には

別途委員会を設置して検討する」とされている。たたき台に記述された「指導

的職員が有すべき知識・技能はソーシャルワークを基盤」とすることには全く

同感であり、検討を行う委員会の設置に際しては、単に私たちソーシャルワー

ク関係団体へのヒアリング等で済ませるのではなく、私たちソーシャルワーク

分野に関わる団体から委員を選任した上で検討すべきである。 

以上 
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